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　東北 ア ジア に おける冷戦後 の 軍縮 と要塞都市 、

ウラジオス トクに お け る 「朝鮮族商業ネ ッ トワ ー ク」

過去の 経緯と現 在の 状況

飯 島 康 夫 （聖学院大学）

　今同 の 発表 は、1999年に ロ ン ドン 大学に 提出 し

た博士 論文を もと に構成 した もの を内容とする。

テ
ーマ は 、東ア ジ ア全体をおお っ て い た 冷戦の 仕

組み の 変化が軍事都市ウ ラ ジ オ ス トク に お けるア

ジ ア 系商人の 再出現と どの よ う に か か わ っ て い る

か を説明す る もの で ある 。 よ り 具体的 に は 、帝政

期に おける ア ジ ア系民族 （特に朝鮮族や漢民族 の

商人） と の 同居状態の ウ ラ ジオ ス トク の 伏況 を説

明 した後、ソ ビエ ト政権時代 〔特に ス タ
ー

リ ン 時

代） に お ける 民族再配置の 影響、ソ ビエ ト連邦崩

壊後の ア ジア 系商人 （中国籍朝鮮族）の 再来を論

じる e さ ら に 、仮説 と して 、中国東北地方か ら中

国籍朝 鮮族が、中央 ア ジ ア か らは別の 朝鮮族 （高

麗人） が、また 、 サ ハ リン か らも朝鮮族が、沿海

州 の 州都 ウラ ジ オ ス トク に 流入 して い る と推定さ

れ る なか 、韓 国 か ら の 対 ロ シ ア ・中国東北地 方へ

の 投 資、お よ び商品流通 の 連携 （卸 しと小売 りの

関係） な ど の 理 由か ら、「朝 鮮族 商業 ネ ッ ト ワ ー

ク」 が 考えう る。発表 は こ の 「朝鮮 族商業ネ ッ ト

ワ ークーの n ∫能性 を 探 ろ う とする もの で あ る。

　こ の 発表で は 、19世紀半 ば か ら 1990年代 の 現在

ま で の 、ウ ラ ジオ ス トク に お け る ア ジ ア 系商人 の

歴 史的 変化 を論 じる。ウ ラ ジ オ ス トク は軍隊駐 屯

地 で、 ソ ビエ ト政権下 で は 外 国 の商 人 の 出入 り が

禁 IEされ て い た。世界主義 と軍国 主 義の 「 元性 は 、

開か れ た国境経 済 か 閉ざ さ れ た 軍 事経済か の ど ち

らか をも っ て こ の 都市 の 歴 史を決定 した。 しか し

1930年代の ス ダ
ー

リ ン 主義 に ともな い 、1戦争 遂

行型 1 の 社会 主 義体制 が こ の 都市 の グ ロ
ーバ ル な

（世 界屯義的 な）性 質を破壊 した。ウ ラ ジ オ ス ト

ク は東ア ジ ア か ら 切 り離され、国 の 助成金を受け

取 り、軍隊 と国境警備 体制 を維持するため の 中央

集権支配 の 地盤 とな っ た。ス タ
ー

リ ン は、ソ ビ エ

ト極東にお ける ア ジ ア 分離派 の 陰謀 団で あると い

う思 い 込み の もと、漢 民族 を国外 へ 迫放 し、朝鮮

族 を強制的 に 中央 ア ジ ア へ 移 した。1992年 の ソ連

邦崩壊以降、ウ ラ ジ オ ス トク は再 び開放 され、中

国籍の商人 はこ の 都市 に入 っ て きた。も っ とも、

人数 につ い て は、ほとんどわか っ て い な い 。

　 本発表 では、（ロ シ ア 極 東 と中国 東北地方 にお

け る）「戦争遂行型二 社会主 義体制の 消滅 と ウ ラ

ジ オ ス ト ク に再び現れた 中国系朝鮮族 の 商人 （中

国の 国籍を持つ コ リア ン の商人）との関連性を論

じ る 。 本書の元とな る リサ
ー

チ は、ウラ ジ オ ス ト

ク の 中国人市場で 行な っ た 実地調査1995− 96年で

ある こ の 論文は 、そ こ で わ か っ た こ と を通 して、

ウ ラ ジオ ス トク に ア ジ ア系商人が再び現れた理由

を論 じて い く。 主た る問題点は 、（1凍 北 ア ジ ア に

お ける冷戦後の 非軍事化・非武装化の もと で の 「戦

争遂 行型」 社会主義国家体制の 変容と ウ ラ ジ オ ス

トク へ の 、とりわ け人 口 統計学へ の
一一

ア ジ ア系

商 人 が 再 び 現れ た こ と に 見 ら れ るよう に
一一

影響

と の 関連 は 何 か 、（2＞軍事 経済 と い う以前の シ ス テ

ム の 衰退 と仮 説 と して取 り上 げる 「朝鮮族商業ネ

ッ トワ
ー

ク」、あ るい は、「コ リア ン の 通商．上の デ

ィ ア ス ポ ラ」 の 出現、であ る。

　以 前の シ ス テ ム の 衰退 に よ っ て 、三 っ の 特徴 を

持つ 結果が導か れ た こ と も論 じ る。

（1） 部外者の流入 か ら 母 国 を 守 る た め の、「人 口

操作」 に おけ る 国 家 の 役 割の 衰退
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  　中央集権国家に よる流通の 非公式化 、 お よび

  　国 に よ る雇用の非公式化と第三次産業化

　 旧 シ ス テ ム の 崩壊ととも に 、 周辺地居住民へ の

補償と助成の シ ス テ ム は影を潜め るよう に な っ た。

国家の 役割が低下 して 、少数民族 の 「商業資本 主

義」 の 出現が い くぶん、中央集権国家 の 流通 と雇

用 の 旧 シ ス テ ム に取 っ て 代わ っ た 。 歪んだ経済構

造の 再調製 （重一匚業偏重）と消費者市場の 出現 と

と もに、衣類や 織物を輸入 に よ って 調達すると い

う変化が、ウ ラ ジオ ス トク に お ける ア ジ ア 系商人

の再出現を引き起こ した 。 「日シ ス テ ム は、仕事 の

保証と生活の ため の 基本的な消費者物資で も っ て、

二 つ の 地域 （ロ シ ア極束と中国北東） の 人 口 を増

加させ 、そ の 後
一

定程度の 人 口 を維持 した。しか

しなが ら、1989年 を は じめ と す る東酉 ヨ
ーロ ッ パ

の冷戦体制の崩壊 、そ の 後 の 全世界 へ の 政治的変

動 の 波及 を契機 と して 、戦時型社会主 義 シ ス テ ム

の 崩壊 は、国 に よ る 雇用 の 機 会 を 減 ら し、個人 が

経済 的 に 生 き延 び て い くた め 既存の も の に変わ る、

あ る い は 補 充的 な 手段を 得る べ く、私企 業や 他の

臨時 の 仕事 を増 やす こ と に な っ た （「バ ザ ール 経

済 」 の 出現。）少 な く と も部 分的 に は 、こ う した

三 っ の 特徴 の 中で の 軍事経済の 衰退 の 下 で こ そ 、

二 つ の 地域 の 人 々 は 収入 の 、そ して 商品 や サ ービ

ス を消 費す る 道 を 得る よ う に な っ た 。 そ して こ の

状態 が 、あ る 種 の 通商上 の デ ィ ア ス ポ ラ を、ひ い

て は ア ジ ア 系商 人 の ウ ラ ジ オ ス トク へ の 流入 を生

み 出 した の で あ る。

COMMENT

　 ロ シ ア 極東の マ イノ リテ ィ
ーの朝鮮人 を調査 ・

研究対象に した こ と に敬意を 表した い
。

　帝政 ロ シ ア政府の 沿海州 ・ンベ リア で の朝鮮人

政策は 、
「黄色 ロ シ ア 」 論 と 「黄禍 」 論 が 交 錯 し

た もの とい っ て よ い 。それぞれ の 政策 の 背後に は、

ロ シ ア の 太平洋政策 に よ る ヨ
ー ロ ッ パ ロ シ ア か ら

極東へ の 国 内移民問題 が あ り、黄色 ロ シ ア か ら黄

禍 へ の 転換 を決定的 に した の は 日露戦争で の 敗北

で あ っ た。ソ 連 邦成立後も黄禍論は強力 に存続 し

た。ロ シ ア 革命と 社 会主 義建設 に 心 血 を注 い だ に

もか か わ らず、多 くの朝鮮 人 が 日 本統治下 の 祖 国

の 独立 を叫ん だ こ と で罪に問われ、 ス タ
ー

リン 体

制 ドで は 日本 の ス パ イの 可能性を理 由 に
一一・

人残 ら

ず 中央 ア ジ ア に追放 さ れ た 。 現代の 極東 ロ シ ア と

中央 ア ジ ア で も避け る こ と の で き な い 問題 で ある。

　今 日 の極東 ロ シ ア に は、中国朝鮮族、サ ハ リン

朝鮮人、韓 国人、中央 ア ジ ア か ら の 帰還者、朝鮮

西 重 　信 （関西大学）

民主 主 義 人民共和 国 の 派遣労働者な ど、
一

様で は

な い 経歴 と 利害 の 朝鮮 人 が 在住 して い る 。 当初、

農業 と軽工 業で 自立 し よ う と前住地 に 再 移住 した

中央 ア ジ ア の 朝鮮 人 は 、中 国 東北部 の 農 工 業生産

力 と の 大き な格差 と 依存 と い う現実 に 直面 した。

中 ・ ロ の 国境往来 商人 と して 活動す る中国朝鮮族

と は 明 ら か に経済的利害が 異な る。しか し、本報

告で 仮説 と して 提 起 された 1嘲 鮮族商業ネ ッ トワ

ーク 」 の 可能性 に は、こ の ような利害の 不
一致と

生産 力格 差 こ そが展望を開 く。そ の うえ ロ シ ア 極

東経 済は、本報告 の 指摘どお り中央依存 の 旧 シ ス

テ ム か ら の 転換を余儀な くされて 激 し い混乱期に

ある。転換後を予言する こ とは 困難だが、隣接す

る国 々 の 地方経 済との 補完関係構築が今後さ ら に

重要 に なる こ とは 間違 い な い。本研究は、ロ シ ア

極東経済の 白立的回復と い う課題に と っ て もきわ

め て 有意義なもの で ある 。

N 工工
一Eleotronio 　Library 　


